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新規 事業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

Ⅰ 総 額

区 分 令和５年度 令和4年度 伸び率

予算総額 31,938,472千円 46,118,298千円 △30.7％

一般会計構成比 1.4％ 2.1％ －

【一般会計】

区 分 令和５年度 令和4年度 伸び率

予算総額 124,411千円 127,339千円 △2.3％

【中小企業高度化事業特別会計】

－ ２ －



新規 事業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

－ ３ －

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策

１ 変化に向き合う県内中小企業・小規模事業者の支援

Ｐ ５ 一部新規 商工団体等を通じた小規模事業者への経営支援【産業労働政策課】 ３，１２９，５４０

（単位 千円）

Ｐ ６ 一部新規 県内中小企業のＤＸ推進【産業労働政策課】 ３４，７０６

Ｐ ７ 一部新規 グリーン分野への進出等に向けた中小企業の事業再構築等の支援【産業支援課】
２７９，９１８

Ｐ ８ 一部新規 県内企業のイノベーションの促進と創業の支援【産業支援課】 ９５，５１４

（２）県内企業の海外展開支援

Ｐ ９ 一部新規 県内中小企業の課題解決に対する支援【産業支援課】 ３５，５２２

Ｐ１０ 北部地域振興交流拠点の検討推進【産業支援課】 ８，７８７

Ｐ１２ 一部新規 海外ビジネス展開の支援【企業立地課】 １００，６３３

Ｐ１１ 資金調達の円滑化支援【金融課】 １０，９０１，４６７

２ 新たな産業の育成と企業誘致の推進
Ｐ１３ 新 規 サーキュラーエコノミーの推進【産業支援課】 ５３，９５２

Ｐ１４ 一部新規 次世代ものづくり産業のイノベーション支援【先端産業課】 １４０，９８６

Ｐ１５ 一部新規 農大跡地等の活用の推進【先端産業課】 １，８４４，１５１

Ｐ１６ 企業誘致の推進【企業立地課】 ８７７，１７９

３ 商業・サービス産業の育成
Ｐ１７ 一部新規 商店街活性化の支援【商業・サービス産業支援課】 １１９，２７４

Ｐ１８ スポーツ関連産業の成長促進【商業・サービス産業支援課】 ２１，５９２

（１）県内経済を支える中小企業の支援



－ ４ －

４ 魅力ある観光の推進
Ｐ１９ 一部新規 観光振興推進のための体制強化【観光課】 １８３，５００

５ 幅広い世代への就業支援

Ｐ２０ 新 規 ポストコロナにおけるインバウンド誘致の促進【観光課】 １５５，５６０

Ｐ２１ 新 規 キャリアチェンジの促進【雇用労働課】 １６７，３１８

Ｐ２２ 若者人材の県内企業への就職と定着の支援【雇用労働課】 ７８，９６３

６ 多様な働き方の推進と働きやすい職場環境の整備

Ｐ２３ 一部新規 働き方改革の推進【多様な働き方推進課】 ２６，９８４

Ｐ２４ 働きやすい職場環境づくりの推進【多様な働き方推進課】 ５５，２５８

７ 女性・高齢者が働きやすい環境づくりと就業・起業支援

Ｐ２５ 女性の活躍推進【人材活躍支援課】 ２２５，５４５

Ｐ２６ シニアの活躍支援【人材活躍支援課】 ２１８，８９０

新規 事業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

（単位 千円）

８ 障害者の就労支援
Ｐ２７ 障害者雇用の推進【雇用労働課】 １７１，７６４

９ 産業人材の確保・育成

Ｐ２８ 「プロフェッショナル人材」を活用した経営の革新【雇用労働課】 ９５，６９７

Ｐ２９ 一部新規 産業人材の育成【産業人材育成課】 ８４，４１５



商工団体等を通じた小規模事業者への経営支援

県内小規模事業者の活力を高めるため、商工団体が行う経営相談等の取組や中小企業組合の先進的取組を支援する。

目 的

担当 産業労働政策課 商工団体担当
内線 ３７２１

【予算額】３，１２９，５４０千円

事業概要

１ 商工団体への補助 ３，１１３，５４０千円

（１）安定的な運営への支援 ２，９８２，４８４千円
・経営指導員や経営支援員などの人件費や指導に係る事務費を補助し、商工会・商工会議所の運営を支援
・県連合会に設置する広域指導員による広域課題の解決と職員育成

（１）先進的取組への支援 １６，０００千円
・中小企業組合の先進的な取組に対して補助し、組合の活性化と稼ぐ力の向上を支援

①重点テーマ型（ハード事業） 補助率 2/3（上限額 700万円）
（ソフト事業） 補助率 2/3（上限額 200万円）

②一般型 補助率 1/2（上限額 50万円）

２ 中小企業組合への補助 １６，０００千円

一部新規

 中小企業診断士資格取得の促進
中小企業大学校の受講費用【拡充】や受講期間の代替職員設置費用【新規】を補助し、経営指導員等の中小企業診断士

資格取得を促進

（２）相談機能の強化（一部新規） ５２，７５６千円
・支援事業者への専門家派遣や、県連合会に設置するDX推進員による支援等により相談機能を強化
・研修の開催や外部研修への派遣、専門支援員によるOJTを通じた商工団体職員の資質向上

（３）主体的な取組への支援 ７８，３００千円
・地域の実情に応じた商工団体の主体的な取組を促進

①地域連携型 補助率 10/10（上限額 300万円）
②重点テーマ型 補助率 10/10（上限額 200万円）
③提案型 補助率 2/3 （上限額 400万円）

県

商工団体

小規模事業者

（1）安定的な運営への支援
補助 （2）相談機能の強化

（3）主体的な取組への支援

経営支援

－ ５ －

新規・拡充内容



県 内 中 小 企 業 の Ｄ Ｘ 推 進

県内中小企業のＤＸの取組を推進するため、効果的な支援を展開することで、生産性の向上やビジネスモデルの変革につなげる。

目 的

【予算額】３４，７０６千円

事業概要

１ 「埼玉県ＤＸ推進支援ネットワーク」を軸とした県内企業のＤＸ推進 ３４，７０６千円

（２）優れたＤＸの取組の表彰・横展開（ 新 規 ） ５，６９０千円
ＤＸに取り組み、成果を上げている好事例を優秀事例として表彰し、広く周知することで、企業のＤＸの取組を促す。

（１）埼玉県ＤＸ推進支援ネットワークによるマッチング支援の強化（一部新規） ２９，０１６千円
国や経済団体、金融機関、支援機関等が参画する「埼玉県ＤＸ推進支援ネットワーク」を運営し、構成機関が相互に

連携を図りながら、ワンチームで県内中小企業のデジタル化、ＤＸ推進を支援する。

一部新規

 表彰の実施 【新規】
ＤＸの好事例を公募し、表彰するとともに、表彰式において受賞者の取組を発表する。

 受賞者の取組の横展開 【新規】
受賞者の取組をWEB等を通じて新たに取り組む企業に広く情報発信する。

※ 埼玉ＤＸパートナーは、ＩＴ企業など様々なＤＸサービスを提供する事業者として
埼玉県ＤＸ推進支援ネットワークに登録された事業者です。

 ウェブサイトのマッチング機能強化 【拡充】
県内企業がウェブ上で直接、複数の埼玉ＤＸパートナー（※）から提案を受けられる機能を追加する。

 ネットワーク事務局の相談体制の強化 【拡充】
ＤＸコンシェルジュ等を増員し、様々なＤＸに関する相談対応や埼玉ＤＸパートナーとのマッチングを円滑に行う。

担当 経済対策担当
内線 ３７４３

－ ６ －

新規・拡充内容

新規・拡充内容



－ ７ －

グリーン分野への進出等に向けた中小企業の事業再構築等の支援

エネルギー価格・物価高騰等の影響を受けにくい経営体質への転換を促進するため、デジタルの活用やグリーン分野への進出等
による事業再構築に補助を行うほか、経営革新に取り組む中小企業等を支援する。

目 的

担当 産業支援課 経営革新支援担当
内線 ３９０３

【予算額】２７９，９１８千円

事業概要

（１）埼玉県事業再構築支援センター事業 ３０，４３４千円
中小企業の事業再構築を促進するため、埼玉県商工会議所連合会内に「埼玉県事業再構築支援センター」を運営し、

専門家による相談・計画策定支援により、国の事業再構築補助金の申請を支援する。

一部新規

（２）県内中小企業が行う事業再構築に対する補助

ア 経営革新デジタル活用支援補助事業 １０７，６４２千円
経営革新計画に基づき、デジタル技術を活用した新サービス・新製品の開発等を行う際に必要となる費用を補助する。

イ 経営革新グリーン分野進出支援補助事業（ 新 規 ） ８０，９３０千円
経営革新計画に基づき、国のグリーン成長戦略「実行計画」１４分野へ新たに進出しようとする際に必要となる費用

を補助する。

２ 中小企業の経営革新の支援 ６０，９１２千円

（１）中小企業経営革新促進事業 ６０，９１２千円
経営革新計画の承認からフォローアップまでを商工団体と連携して一貫支援を行う。

補助率 補助上限額

ア 経営革新デジタル活用支援事業補助金 1/2 150万円

イ 経営革新グリーン分野進出支援事業補助金 1/2 500万円

１ 中小企業の事業再構築等の支援 ２１９，００６千円



県 内 企 業 の イ ノ ベ ー シ ョ ン の 促 進 と 創 業 の 支 援

新産業の育成、地域の活性化による地域経済の発展及び雇用の創出を図るため、創業やベンチャー企業の成長を支援する。

目 的

【予算額】９５，５１４千円

事業概要

１ 渋沢栄一創業プロジェクトの推進 ２４，６８０千円

（１）イノベーション創出の場の検討やプロジェクト運営事業者の選定準備（一部新規） ７，６４１千円
・起業家や企業等が交流し、イノベーションの創出を行う「渋沢栄一起業家サロン（仮称）」の機能等
を検討するための調査や設置方針の策定に向けた有識者会議等を実施する。

（１）創業アドバイザーによる創業相談やセミナー等の開催 ５１，９７８千円
・創業・ベンチャー支援センター埼玉において、創業希望者や創業間もない方に対し、創業アドバイザーによる
創業相談やセミナー開催等の創業支援を実施する。

・創業・ベンチャー支援センター埼玉において、シニア専門創業アドバイザーによる創業支援を実施する。

（２）イノベーション創出の場の活用促進事業（ 新 規 ） ３，７８０千円
・県内企業等へ施設開設後の活用を促すため、オープンイノベーション等の普及啓発を目的とした
セミナーを実施する。

（４）社会課題の解決につながる創業支援事業 １２，７５６千円
・新たなサービスの開発等により社会課題の解決を目指す創業希望者に対して、伴走支援や経費の助成を行う。

（３）アントレプレナーシップ教育の推進（ 新 規 ） ５０３千円
・大学生や高校生に対するアントレプレナーシップ教育の推進を図るため、大学間ネットワークの
構築や高校生を対象とした実践的な講座を実施する。

NEXs Tokyo（東京都）

先行施設

YOXO BOX（横浜市）

（２）女性の創業支援 １８，８５６千円
・創業・ベンチャー支援センター埼玉において、女性専門創業アドバイザーによる創業支援を実施する。
・女性を対象としたビジネスプランコンテスト「SAITAMA Smile Women ピッチ」を開催する。

－ ８ －

担当 産業支援課 創業支援担当
内線 ３９０８

一部新規

 プロジェクト運営事業者の選定に向けた企画提案競技を実施 【新規】

２ 創業・ベンチャー支援センター埼玉による創業支援 ７０，８３４千円

新規・拡充内容



－ ９ －

県 内 中 小 企 業 の 課 題 解 決 に 対 す る 支 援

県内中小企業が社会経済情勢の変化に対応できるよう、事業継続や事業承継、販路開拓などの課題解決への取組を支援する。

目 的

担当 産業支援課 経営革新支援担当
内線 ３９１０

【予算額】３５，５２２千円

事業概要

１ 県内中小企業が経営課題を解決するための取組を支援する体制の確保 ３５，５２２千円

（１） ＢＣＰ策定による産業のレジリエンス強化（一部新規） １３，１６０千円
県内企業の“事業継続力”の底上げを図るため、県内中小企業に対するＢＣＰ策定の働き掛けを行う。また、ＢＣＰ

策定状況等の調査を実施し、県産業振興公社のアドバイザーによる支援を実施していく。

（２）事業承継等の経営課題への支援 １０，７６７千円

①重点課題の解決に向けた支援（９，６８７千円）
県産業振興公社に配置した専門的知見を有するアドバイザーが「事業承継」「省力化・省人化」「外国人人材活用」

という重点課題の解決に向けた助言等を行う。

②プッシュ型の事業承継支援（１，０８０千円）
事業承継・引継ぎ支援センターにおいて、事業承継に関するきっかけづくりや支援のための相談会を中小・小規模

事業者が参加しやすいよう、県内各地に出向き、あるいはオンラインで開催する。

（３）販路開拓の支援 １１，５９５千円
県内中小企業の販路開拓のため、県産業振興公社が取引あっせんや商談会を実施すると

ともに、県産業振興公社のコーディネーターが積極的に企業に出向き、中小企業に対して
きめ細かい取引マッチング支援を行う。
さらに、常設のビジネスマッチングサイト「サイタマ・サプライヤー・サーチエンジン

（略称：S-Search）」を運営することで、県内中小企業に対して、オンラインでのビジネス
マッチング機会を提供する。

 業界団体と連携したセミナー開催 【新規】
業界団体と連携し会員向けの実態調査を実施、課題を把握し団体会員向けセミナーを開催

 ＢＣＰ策定状況等の調査 【新規】
業種や従業員規模等の実情を踏まえた支援を行うためのＢＣＰ策定状況等の調査を実施

一部新規

新規・拡充内容



北 部 地 域 振 興 交 流 拠 点 の 検 討 推 進

－ １０ －

北部地域における産業振興を図るため、北部地域振興交流拠点の整備について検討を進める。

目 的

担当 産業支援課 北部地域拠点施設担当
内線 ３７４２

【予算額】８，７８７千円

事業概要

１ 北部地域振興交流拠点検討事業 ８，７８７千円

（１）北部地域振興交流拠点検討事業 ８，７８７千円

北部地域における産業振興を図るため、北部地域振興交流拠点に導入する産業振興施設について検討を行う。

ア 有識者等から構成される検討委員会の設置

イ 産業振興施設等調査検討業務委託の実施

西部地域振興ふれあい拠点施設（ウエスタ川越）（川越市） 東部地域振興ふれあい拠点施設（ふれあいキューブ）（春日部市）

【産業振興・交流の拠点として整備した拠点施設】



－ １１ －

資 金 調 達 の 円 滑 化 支 援

中小企業制度融資の適切な運営により、県内中小企業・小規模事業者の円滑な資金調達を支援する。

目 的

担当 金融課 企画・制度融資担当
内線 ３８０１

【予算額】１０，９０１，４６７千円

１ 中小企業制度融資事業費 １０，９０１，４６７千円

（１）中小企業制度融資事業費 １０，９０１，４６７千円
融資枠を３，６００億円とし、県内中小企業等の資金需要に万全を期す。

 借換えや企業再生に対応した資金繰り支援 【拡充】
・いわゆるゼロゼロ融資の無利子期間終了等に伴う借換需要に対応するため、伴走支援型経営改善資金の融資枠を
２００億円から１，０００億円に拡充するとともに、利子補給率を０．２％引き上げ、事業者負担を軽減
・企業再生に向けた取組を支援するため、企業パワーアップ資金の融資限度額を２億円から２億８千万円に拡充

 ポストコロナに向けた資金繰り支援 【拡充】
・設備投資促進資金における「カーボンニュートラル」の要件に「サーキュラーエコノミー」の取組を追加
・産業創造資金（社会貢献企業等優遇貸付）に「BCP策定企業」の要件を創設

〔融資枠〕

資 金 名 融資枠 資 金 名 融資枠

事業資金 ５００億円 経営安定資金 ４００億円

小規模事業資金 ３００億円 拡 伴走支援型経営改善資金 １，０００億円

起業家育成資金 １００億円 経営あんしん資金 ２００億円

拡 設備投資促進資金 ２５０億円 拡 企業パワーアップ資金 ２００億円

拡 産業創造資金 １５０億円 借換資金 ５００億円

合計 ３，６００億円 （令和４年度 ３，０００億円）

・融資枠を２００億円→１，０００億円に拡充
・利子補給率を０．４％→０．６％に拡充

事業概要

新規・拡充内容



－ １２ －

海 外 ビ ジ ネ ス 展 開 の 支 援

高い成長が見込まれる海外市場における県内企業の販路などビジネスチャンスの拡大を支援する。

目 的

【予算額】１００，６３３千円

事業概要

１ 海外ビジネス展開支援事業 １００，６３３千円

（４）アセアンとのビジネス交流の強化 １３，９９０千円
アセアン諸国との関係を強化し、生産拠点の進出や販路拡大など県内企業の海外ビジネスを支援する。

 越境ＥＣ活用に向けたセミナー等の開催 【新規】
セミナー及び企業の越境ＥＣ人材育成のための連続講義の開催

 海外のＥＣサイトへの県特設ショップの開設 【拡充】
出展企業数の拡大（２か国・４０社（令和４年度） → ６０社）
新たな国・地域のＥＣサイトへの開設

 越境ＥＣに取組む中小企業への補助 【拡充】
補助対象企業数の拡大（１０社（令和４年度） → ４０社）

新規・拡充内容

（３）海外ビジネスサポート拠点の運営 ２２，０４７千円
県内企業の進出ニーズが高いベトナム・タイにおいて、現地政府とも連携し、県内企業を現地できめ細かく支援する拠

点を運営する。

（２）ジェトロと連携した海外販路の開拓 ２９，７４４千円
ジェトロ等と連携し、海外バイヤーとのオンライン商談会等により、県産品等の海外販路開拓を支援する。

（１）中小企業の越境ＥＣ（※）活用の支援（一部新規） ３４，８５２千円
越境ＥＣに関心を持つ企業を対象にセミナー等を開催するとともに、県特設ショップの開設などにより、越境ＥＣ活用

の取組を行う県内企業を支援する。
※ＥＣ…Electronic Commerce（エレクトロニック・コマース）の略称で、「電子商取引」を指す。

産業振興公社

中小
企業県

海外
ECｻｲﾄ

出 店
企業訪問や

セミナーによる
越境EC活用促進

特設サイト開設
・ＰＲ

補 助

補助（1/2）
海外ECサイトへの出店料

ＨＰ作成費など

担当 企業立地課 国際経済担当
内線 ３７４５

一部新規



サ ー キ ュ ラ ー エ コ ノ ミ ー の 推 進

ワンストップ支援拠点の整備や食の分野でのリーディングモデルの構築により、サーキュラーエコノミーに取り組む県内企業を支援する。

目 的

担当 産業支援課 北部地域拠点施設担当 内線 ３７４２
技術支援担当 内線 ３７７７

【予算額】５３，９５２千円

事業概要

１ ワンストップ支援拠点 「サーキュラーエコノミー推進センター（仮称）」 による支援 ３０，８７７千円

（１）ワンストップ支援拠点の設置 １５，９９１千円
サーキュラーエコノミー分野での事業化、販路開拓などに知見を持つ専門人材をコーディネーターや

アドバイザーとして配置し、ビジネスマッチングを行うなど企業からの相談にワンストップで対応する。

（２）情報発信・普及啓発 ７９０千円

サーキュラーエコノミーに関するセミナーを開催するとともに、事業化に向けた研究会を実施する。

（３）マッチングの支援 １４，０９６千円
県内企業に対し、排出している廃棄物の種類や量などの調査を行い、基礎データベースを構築し、マッチング

などの基礎データとして活用する。
彩の国ビジネスアリーナに特設展示を設け、リーディングモデル企業の取組を紹介し、県の取組を紹介する

とともに、マッチングにつなげていく。

（１）「食の再資源化トライアル拠点」による食のサーキュラーエコノミーのビジネス化への支援 ２３，０７５千円
産業技術総合センター北部研究所を「食の再資源化トライアル拠点」に位置付ける。
食品残さの再資源化を推進するため、食品残さを排出する企業を対象に資源となる可能性があることを

啓発し活用に移るよう支援する。
また、再資源化により製造された原材料を活用した商品のビジネス化までを支援する。

新 規

２ リーディングモデルの構築 ２３，０７５千円

－ １３ －



県内中小企業の技術開発や事業の多角化を支援するとともに、製造業を中心としたイノベーション創出の機会とその土壌を醸成
するため、中長期の視点を持ったプランを策定し、地域経済の更なる持続的発展を支援する。

－ １４ －

次 世 代 も の づ く り 産 業 の イ ノ ベ ー シ ョ ン 支 援

目 的

担当 先端産業課 推進担当
内線 ３７３５、３７３７

【予算額】１４０，９８６千円

事業概要

１ 技術イノベーション創出支援事業 １２９，９１９千円

（１）「イノベーション創出アクションプラン（仮称）」の策定（ 新 規 ） ２３，９３６千円
イノベーションが期待できる産業分野や先進事例、企業及び企業への出資者が必要とする支援ニーズ等を調査し、

県内産業に高い波及効果が見込まれる施策等をまとめた中期的なプランを策定するとともに、イノベーション創出に
向けた支援のネットワーク化などを行う。

２ コア技術新活用！多角化支援事業 １１，０６７千円

（２）次世代ものづくり技術を活用した製品の開発支援（ 拡 充 ） １０５，９８３千円
高度なデジタル・バイオ・マテリアル・カーボンニュートラル

に関する技術・製品の開発に対して、費用の一部を助成する。
補助額：上限10,000千円／件 × 10件程度
補助率：2/3（小規模企業者の場合は3/4）

（１）自社技術を活用した多角化への支援（ 新 規 ） １１，０６７千円
高度な技術力を持つ企業が自社技術を生かし、ＢtoＣ商品づくりへチャレンジするにあたり、

プロダクトデザインから試作・製品化までを一貫して支援する。

一部新規

 製品の開発支援 【拡充】
補助上限額を7,500千円→10,000千円に引き上げ

新規・拡充内容



農 大 跡 地 等 の 活 用 の 推 進

農業大学校跡地の周辺地域に「ＳＡＩＴＡＭＡロボティクスセンター（仮称）」を整備することにより、県内中小企業等のロ
ボット産業への参入を支援し、農大跡地産業用地への先端産業の立地との相乗効果で、成長産業の集積を図る。

目 的

【予算額】１，８４４，１５１千円

事業概要

１ 農大跡地活用等推進事業 １，８４４，１５１千円

（３）農大跡地活用推進事業 ２６，０００千円
圏央鶴ヶ島ＩＣ東側地区土地区画整理事業の環境影響評価（造成後の事後調査）を実施する。

（１）ＳＡＩＴＡＭＡロボティクスセンター（仮称）整備事業 １，７９３，２０１千円
令和８年度の開所を目指し、センターの整備を進める。
・センターの実施設計の策定、各種調査の実施
・センターの整備用地の取得、取得済用地の管理

（２）ＳＡＩＴＡＭＡロボティクスセンター（仮称）スタートアップ事業（一部新規）
２４，９５０千円

センターの開所に先行して県内中小企業等のロボット産業参入を支援する。
・コンソーシアム（連携協力体制）の形成及びテーマ別分科会開催等
・ロボット開発等に関するセミナー開催、ロボット関連技術ＰＲカード作成及びセ

ンターの広報活動による県内中小企業等のコンソーシアム参画促進
・「ロボット実証フィールド」（旧毛呂山高校）の運営

（農業大学校跡地及び周辺地域）

 コンソーシアム形成・テーマ別分科会開催、参加企業との展示会合同出展などのセンター広報 【新規】
・ロボット産業に関わる（予定含む）県内中小企業等で構成するコンソーシアムを県の運営で５月に立ち上げ、農業、物流・モビリ
ティ、建設・点検など将来センターの活用が見込まれるテーマ別の分科会を開催して、ロボット開発プロジェクトの具体化を図る。
・ロボット関連の展示会にコンソーシアム参加企業等と県で合同出展するなどの広報活動を実施し、動画等でセンターの整備や県
内企業等の技術力を紹介することで、ロボット産業への参入やロボット活用意欲を喚起し、コンソーシアムへの参画を促進する。

一部新規

－ １５ －

担当 次世代産業拠点整備担当
内線 ３９３３

新規・拡充内容



－ １６ －

企 業 誘 致 の 推 進

充実した高速道路網や多彩な産業集積などの本県の優位性を生かした企業誘致活動を展開し、県内産業の振興や雇用の創出を
図る。

目 的

担当 企業立地課 企業誘致担当 内線 ３７４８
立地支援担当 内線 ３８００

【予算額】８７７，１７９千円

事業概要

１ 企業立地の推進 １９，８４７千円

（１）企業誘致の推進 １３，４２９千円
・市町村と連携して企業誘致に関する情報交換や、共同で企業訪問を
実施し、攻めの企業誘致活動を展開する。

・企業誘致を応援する企業・団体と連携・協力した誘致を推進する。

（２）フォローアップの充実 ２，０７８千円
・立地企業に対するフォローアップ訪問を通じて企業ニーズを収集し、
企業の課題解決を支援し県外流出を防止する。

・立地企業のつながりや新たな地域・経済活動の活性化を支援するため、
立地企業との交流会を開催する。

（３）オンラインを活用したセミナーや相談の実施 ４，３４０千円
・全国の企業を対象としたオンラインでの企業立地セミナーを開催するとともに、オンライン相談窓口を運営する。

（１）産業立地促進補助金 ８５７，３３２千円
・県内に工場等を建設し、雇用の創出等に貢献した企業に不動産取得税相当額を補助する。
・補助率 10/10 上限額 2億円

２ 産業立地促進補助金による企業への支援 ８５７，３３２千円



－ １７ －

商 店 街 活 性 化 の 支 援

市町村や商工団体と連携してDXや空き店舗解消など商店街の課題解決に向けたサポートを実施し、商店街活性化を支援する。

担当 商業・サービス産業支援課 商業担当
内線 ３７６１

【予算額】１１９，２７４千円

事業概要

１ 商店街活性化の支援 １１９，２７４千円

一部新規

（１）商店街ＤＸの推進（ 新 規 ） ３５，８５８千円
キャッシュレス決済端末等を活用した商店街のＤＸを推進する取組に対して補助を行う。

 商店街ＤＸ推進補助金 【新規】
対象事業：ポイントのデジタル化、デジタル地域通貨の導入 など
対象者：商店街、商工団体 補助率：2/3 補助上限：5,000千円

（２）にぎわいづくりの推進（一部新規） ７４，５９６千円
集客イベントなどのソフト事業の実施や、街路灯ほか商店街施設の整備、その他商機能以外に人を呼び込む施設整備など

の取組に対して補助を行う。

（３）商店街活性化のカギを握る人材の育成 ２，９６０千円
商店街支援の実践者などを講師に招き、商店街活性化に不可欠な活動の担い手を育成するセミナー及びワークショップ

を実施する。

（４）地域商業の課題解決に向けた専門家派遣 ５，８６０千円
地域商業の共通課題や先進テーマに取り組む商店街及び経営課題の解決を目指す個店に対して、中小企業診断士など

の専門家を派遣し、その取組を支援する。

 ソフト事業補助の重点テーマの追加 【拡充】
対象事業：インバウンド対応

目 的

新規・拡充内容

新規・拡充内容



－ １８ －

ス ポ ー ツ 関 連 産 業 の 成 長 促 進

スポーツチームと県内中小企業等の交流推進やビジネスマッチング機会の提供により、県内スポーツ関連産業の成長を促進する。

目 的

担当 商業・サービス産業支援課 総務・サービス産業担当
内線 ３７５５

【予算額】２１，５９２千円

事業概要

１ スポーツビジネスネットワーク埼玉の運営 １，１７０千円

（１）スポーツチームと中小企業等の交流の場の提供 １，１７０千円
スポーツビジネスネットワーク埼玉（スポBiz埼玉）を運営し、スポーツビジネスに関する情報発信を行うとともに、

セミナーや交流会等を開催する。

（１）リアル・オンライン双方のマッチング機会の提供 ６，７０５千円
・彩の国ビジネスアリーナにスポーツコーナーを設置し出展支援を行う。
・常設のビジネスマッチングサイト「サイタマ・サプライヤー・サーチエンジン（S-Search）」を活用し、スポーツ
チームと企業、又は企業同士のオンラインでのマッチングの機会を提供する。

２ マッチング機会の提供 ２０，４２２千円

（２）専門家による支援の実施 １３，７１７千円
スポーツチームや企業等に対しスポーツビジネスに関する個別相談支援等を行う。



－ １９ －

観 光 振 興 推 進 の た め の 体 制 強 化

県物産観光協会がＤＭＯとして求められる「観光地域づくりの舵取り役」となるための機能強化を図る。
観光振興の新たな取組を生み出すため、観光関連事業者間のネットワークづくりを強化する。

目 的

担当 観光課 ＤＭＯ支援・観光振興担当
内線 ３９５２

【予算額】１８３，５００千円

事業概要

２ 観光プロモーション戦略会議強化事業 ４７，９６０千円

（１）観光関連事業者のチャンスを生み出すネットワーク強化（ 新 規 ） ７，９６０千円
・国内外の観光産業の動向や先進的な観光振興策を学ぶセミナーの開催
・地域の観光振興のリーダーを育成するためのワークショップ実施

（２）観光プロモーション戦略会議を通じた全県的なプロモーション（ 新 規 ） ４０，０００千円
・観光プロモーション戦略会議で「官民が全県的に連携するプロモーション」のテーマ・手法
を検討し展開

一部新規

１ 観光地域づくりを牽引する県ＤＭＯの機能強化 １３５，５４０千円

（１）ＤＭＯ事務局の機能強化（一部新規） １３５，５４０千円
・事務局を牽引するＤＭＯ事業本部長の外部登用
・デジタルマーケティング機能の強化
・地域の観光づくりの支援機能強化

目 的：本県の観光振興に向けて、様々な観光関連事業者や地域の観光協会、行政等が連携して県全体で取組を推進するため設置
構成団体：旅行業、宿泊、バス、タクシー、鉄道、地域観光協会、物産、行政

観光プロモーション戦略会議とは



－ ２０ －

ポ ス ト コ ロ ナ に お け る イ ン バ ウ ン ド 誘 致 の 促 進

本県の強みである「東京からの近さ」を徹底的に生かし、東京に多く訪れる外国人観光客やビジネス客を呼び込むインバウンド
誘致を展開する。

目 的

担当 観光課 インバウンド担当
内線 ３９４９

【予算額】１５５，５６０千円

事業概要

２ 「近さ」を実現する受入体制整備 １１６，０７３千円

（１）埼玉観光サポートデスク（仮称）の設置・運営 ５４，３３６千円
ホテルコンシェルジュや旅行会社などからの来県に関する相談に対応する窓口を県ＤМОに設置

新 規

３ 「近さ」を徹底的に情報発信 ２８，７６４千円

1 民間事業者や地域と共に取り組む機運醸成・ブランディング １０，７２３千円

（２）特徴ある体験コンテンツ等の提供事業者の増加 ４，９９０千円
インバウンド向け事業への新規参入や事業拡大等の支援

（３）旅の満足度を高める「おもてなし通訳案内士」による案内 ３，７４７千円
おもてなし通訳案内士によるツアー企画・造成の支援

（１）ホテルコンシェルジュ向け県内下見ツアーの実施 ２，７６４千円
都内のホテル等で宿泊客に観光地等を紹介するコンシェルジュに埼玉の魅力を現地で紹介

（２）都内ホテル宿泊者向けキャンペーンの実施 １１，０００千円
都内宿泊施設の客室TVや都内交通機関等での観光案内による誘客への取組

（３）旅のスタイル・嗜好に応じた旅マエの情報発信 １５，０００千円
個人旅行者などに、埼玉ならではの体験コンテンツや移動手段などを特設サイトで紹介

（３）「近さ」を実現するための官民連携の強化 ８，１８８千円
観光事業者や鉄道事業者、近隣都県、市町村等と連携した取組

（１）都内ホテル、交通事業者、観光事業者、県内市町村等とのネットワーク構築 １，９８５千円
県内外の関係事業者等が一体となってインバウンド誘致に取り組む機運や連携の醸成

（２）新たなキャッチコピー・ロゴ製作 ５５０千円
東京からの近さや魅力をブランド化するキャッチコピーやロゴの製作・発信

（４）インバウンド実態調査 ５３，０００千円
外国人旅行者の旅行行動を調査分析

【外国人旅行者への案内の様子】



キ ャ リ ア チ ェ ン ジ の 促 進

異業種・異職種への就職（キャリアチェンジ）を促進し、人手を必要とする県内成長企業の人材確保を支援する。

目 的

担当 雇用労働課 就業・求人相談担当 外線 (８２６)５６５０
障害者・若年者支援担当 内線 ４５３８

【予算額】１６７，３１８千円

事業概要

１ キャリアチェンジ促進事業 １６７，３１８千円

（１）企業向けセミナーの開催 ３，２２０千円
異業種・異職種からの人材確保を中心とした企業向けの採用対策セミナーを実施

（２）相談体制の充実 ３３，２４７千円
・企業への個別人材戦略アドバイスや、面接会への誘導等を行うアドバイザーを配置（２名）
・埼玉しごとセンターにキャリアチェンジ専任のカウンセラーを配置（２名）

（４）合同面接会の開催 ９，０３３千円
資格・勤務地域などテーマを設定し、多様な切り口の面接会を開催（５回）

（５）紹介予定派遣制度を活用した就業支援 ７７，４５３千円
正規雇用の前に職場実習やカウンセリングを併せて行うことで、円滑なキャリアチェンジを

促進（１００人）

新 規

① 県内企業への
セミナーの実施

支援対象の
掘り起こし

② 個別相談

企業・再就職希望者
にアドバイス等を実施

③ マッチング

多様なマッチング機
会を用意、成長企業
への就業を実現

（３）県内就職のためのＩＴスキル習得支援 ４４，３６５千円
ＩＴスキルを活用した職種への再就職希望者を対象に、２～４週間程度の

講習と合同面接会をセットにしたプログラムを実施（６回）

合同面接会の様子キャリアカウンセ
リングの様子

－ ２１ －



若 者 人 材 の 県 内 企 業 へ の 就 職 と 定 着 の 支 援

若者が自らの望むキャリアを形成して安定した生活を送るとともに、県内中小企業の人材確保・定着を支援するため、県内大学生等の
県内企業への就職や就職氷河期世代の正社員化の支援、従業員への奨学金返還支援を行う企業等への助成を行う。

目 的

【予算額】７８，９６３千円

１ 埼玉で働く・ジモト就職促進事業 １８，４３３千円

（１）県内大学生等の県内企業への就職促進 １８，４３３千円
県内企業で働くことの魅力の発信
・ジョブフェス埼玉（合同企業説明会）の開催
・企業ガイド（県内企業のＰＲ冊子）の作成
・企業（採用担当）と大学（就職支援担当）の交流会の開催

（１）就職氷河期世代等の正社員化支援 ２２，１８３千円
求職者・企業双方の支援によるマッチングや職場定着の促進
・求職者支援：正社員就職に必要な知識・マナー等の研修、キャリアカウンセリング
・企業支援：人材戦略セミナー、キャリア形成支援アドバイザー派遣

（１）奨学金返還支援を行う企業に対する助成 ３８，３４７千円
従業員の奨学金返還を支援している中小企業等へ、企業負担分の一定額を助成
・支援対象 県内に事業所がある中小企業等
・助成額等 企業負担額の1/2以内（一人当たり上限額 年間9万円）
ただし、多様な働き方実践企業は企業負担額の2/3以内（一人当たり上限額 年間12万円）

２ 埼玉県版就職氷河期世代の就職支援事業 ２２，１８３千円

３ 埼玉県中小企業等人材確保奨学金返還支援事業 ３８，３４７千円

企業ガイド２０２２

ジョブフェス埼玉の様子

－ ２２ －

担当 雇用労働課 障害者・若年者支援担当
内線 ４５３８

事業概要



－ ２３ －

働 き 方 改 革 の 推 進

テレワークや男性育児休業の取得促進など働き方改革を推進することで、企業の生産性向上を図るとともに、誰もが柔軟な働き
方を選択できる社会を実現する。

目 的

担当 多様な働き方推進課 働き方改革・テレワーク推進担当
内線 ３９６５、３９６０

【予算額】２６，９８４千円

事業概要

１ 新しい働き方の推進 ２６，９８４千円

・県内市町村でのサテライトオフィスの整備を推進するため、市町村情報交換会を開催し連携を図る。
・テレワークの情報を発信するテレワークポータルサイトを運営する。

（２）働き方改革を進める企業への支援 ８，８４２千円
・経営者が抱える課題をテーマとしたWEBセミナーを開催する。〔テーマ〕男性育休、テレワーク、生産性向上など

（３）企業の課題解決に向けた支援 １６，６２９千円
・長時間労働の是正、生産性向上など企業が抱える個別の課題のためにアドバイザーを派遣する。
・男性の育児休業取得を推進するための職場研修への講師を派遣する。
・業種別ガイドラインを活用したテレワーク導入を支援する。

（４）機運醸成・情報発信による働き方改革・男性育児休業取得の推進（一部新規） ７００千円

（１）サテライトオフィスの整備を検討する市町村への支援 ８１３千円

 男性育休推進員によるアドバイス 【新規】
男性の育休取得の実績がある企業の人事担当社員に男性育休推進員を依頼し、男性の育休取得のための環境整備を推

進する。

・男性育児休業等推進宣言企業の登録を推進する。
・働き方改革などの情報を発信する働き方改革ポータルサイトを運営する。

一部新規

新規・拡充内容



－ ２４ －

働 き や す い 職 場 環 境 づ く り の 推 進

企業が取り組む仕事と家庭の両立支援や職場環境の改善などを支援することで、多様な働き方を実現し、男女ともに働き続ける
ことのできる環境を整備する。

目 的

担当 多様な働き方推進課 総務・多様な働き方認定担当 内線 ３９６３
働き方改革・テレワーク推進担当 内線 ４５１８

【予算額】５５，２５８千円

１ 仕事と家庭の両立への支援 ５１，８７５千円

（１）多様な働き方の推進 ２２，５９８千円
・テレワークや短時間勤務など多様な働き方を実践する企業を『多様な働き方実践企業』として認定する。
・認定企業にステップアップ推進員を派遣し、新たな働き方への取組を支援するなど、

認定区分のステップアップを促進する。
・高校生向けに認定企業での働き方を紹介し、就職先の一つとして認識してもらうため

職場体験ツアーを実施する。

（１）労働者協同組合の支援 ２，８８７千円
・労働者協同組合設立に関する相談体制の充実、各種研修会の実施、労働者協同組合届出・

認定事務などを行う。

２ 職場環境の改善 ３，３８３千円

（２）企業内保育所設置等の促進 ２９，２７７千円
・企業内保育所の施設整備費や運営費を補助するほか、設置を検討している
企業へアドバイザーを派遣する。

（２）クリエイターの労働環境改善の支援 ４９６千円
・労働関係法令の専門家による個別相談会を実施する。

事業概要



女 性 の 活 躍 推 進

働きたいと願う女性が、その意欲や能力に応じて生き生きと活躍できるよう、学び直しを通じた就業を支援するとともに、働く女性の就労
継続やキャリアアップをワンストップで支援する。

担当 人材活躍支援課 女性活躍支援担当
内線 ４５４１

【予算額】２２５，５４５千円

（１）多様なニーズに対応した就業支援 １４１，３０５千円
・個別相談や各種セミナー、合同企業説明会等による就業支援
・キャリアチェンジに向けた学び直しの提案

３ 情報発信による女性活躍の推進 １，３１５千円

（２）働く女性の就労継続・キャリアアップ支援 １０，２９６千円
・県内中小企業で働く女性を対象とした職場への定着や仕事と家庭の両立を

支援するセミナー及び管理職向け研修の実施

（１）ワンストップ支援サイトの運営 １，３１５千円
・働く女性、働きたい女性の様々な疑問、悩み、関心に応える情報提供

事業概要

２ 女性の働きたいに伴走する就業・キャリアアップの支援 １８４，６０４千円

（３）在宅ワーカーの育成 ３１，１６９千円
・セミナーや企業とのマッチング支援等による在宅ワーカーの育成

（１）女性のデジタル人材育成の推進 ３９，６２６千円
・子育て等で離職している女性がデジタルスキルを強みとして就業するために

オンライン講座によるスキル習得から就業までを一体的に支援

（４）育児や健康問題など働く上での課題解決 １，８３４千円
・課題別のセミナーや様々な業種への理解を深める交流会を庁内で連携し開催

－ ２５ －

１ 学び直しを通じた支援 ３９，６２６ 千円

目 的



－ ２６ －

シ ニ ア の 活 躍 支 援

人生１００年時代を見据え、シニアが自らの意欲や希望に合わせて働き、社会の担い手として生き生きと活躍できる社会の実現
を目指す。

目 的

担当 人材活躍支援課 シニア活躍支援担当 内線 ４５３９、４５４３
企画・外国人材等担当 内線 ４５４０

【予算額】２１８，８９０千円

事業概要

１ シニアの働く場の拡大 ５５，１９１千円

（１）シニア活躍推進宣言企業の拡大 ２０，６８３千円
・企業訪問によるシニア活躍の働き掛け
・シニア活躍推進宣言企業・シニア活躍推進宣言企業プラスの開拓・認定
・働くシニア応援サイトによる成果の普及・発信

（合同企業面接会）

（１）セカンドキャリアセンターによる就職支援 １４３，６７３千円
・県内９か所※での就職支援セミナーや就職相談、職業紹介の実施
※さいたま市、所沢市、草加市、川越市、加須市、春日部市、深谷市、秩父市、伊奈町

・シニア向けインターンシップの実施
・市町村と連携した出前セミナー、合同企業面接会の開催

２ シニアの就業支援 １６３，６９９千円

（２）シルバー人材センターへの支援 ２０，０２６千円
・シルバー人材センター連合への運営費補助
・シルバー人材センターの課題解決のための補助

（２）７０歳雇用確保助成金等による支援 ３４，５０８千円
・企業の基準に該当する者の継続雇用の上限年齢を７０歳以上へ引き上げる企業に助成金を支給
・就業規則の改正等を支援する社会保険労務士をアドバイザーとして派遣



障 害 者 雇 用 の 推 進

障害者雇用総合サポートセンターの運営により、企業における障害者の雇用と離職防止の取組への支援を行い、障害者雇用の
拡大と職場定着を図る。

目 的

【予算額】１７１，７６４千円

事業概要

１ 障害者雇用総合サポートセンター運営事業 １７１，７６４千円

（１）雇用開拓 １２，５１８千円
障害者雇用率未達成企業に対して、障害者雇用開拓員が雇用拡大を働き掛ける。
また、雇用経験のない企業等での短期雇用体験の実施により、障害者雇用に対する不安の解消を図る。

（２）雇用支援 ８４，５０２千円
障害者を雇用しようとする企業に対して、障害者に適した業務の切り出し、職場実習のコーディネート及び具体的な

雇用管理の助言など、障害者雇用に向けた支援を行う。
また、精神保健福祉士とアドバイザーとのチーム支援により、精神障害者の受入企業拡大を図り職場定着を支援する。

（３）職場定着支援 ５１，５０６千円
職場適応に課題が生じた障害者の企業に対して、ジョブコーチを派遣して、職場定着を支援する。
また、地域の障害者就労支援機関スタッフの支援スキル向上をＯＪＴにより支援する。

（４）企業伴走型パッケージ雇用支援 ２３，２３８千円
重度障害者及び精神障害者の雇用促進のため、週20時間未満雇用からのステップアップを活用した雇用開拓、雇用支援

及び職場定着支援をパッケージ化し、専門スタッフによる伴走型支援を実施する。

【雇用開拓】 【雇用支援】 【職場定着支援】

障害者雇用総合サポートセンター

企 業 支援機関

【企業伴走型パッケージ雇用支援】

－ ２７ －

担当 雇用労働課 障害者・若年者支援担当
内線 ４５３６



「 プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル 人 材 」 を 活 用 し た 経 営 の 革 新

中小企業の新たな事業展開に必要な即戦力（プロフェッショナル）人材の確保を支援し、中小企業の経営の革新を促進する。

目 的

担当 雇用労働課 総務・労働団体担当
内線 ４５３４

【予算額】９５，６９７千円

事業概要

１ プロフェッショナル人材戦略拠点を通じた県内中小企業の即戦力人材確保支援 ９５,６９７千円

（１）プロフェッショナル人材戦略拠点の運営 ５０，６９７千円
プロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、民間職業紹介事業者と連携して中小企業の即戦力人材の確保を支援

（２）即戦力人材確保支援補助 ４５，０００千円
中小企業が、拠点に登録した民間職業紹介事業者からデジタル人材を確保する際の人材紹介手数料を補助

・対象：ＤＸを活用した新たな取組に必要な人材を具体的な事業計画に基づき確保する企業
・内容：補助率：1/2、上限 150万円

［即戦力人材確保支援補助のスキーム］

登録民間職業紹介事業者

プロフェッショナル人材戦略拠点

人材紹介

人材紹介手数料支払

連携して適切な人材を検討

人材ニーズの把握・人材戦略のアドバイス

相 談

県
補助金交付

補助金の申請

県
内
中
小
企
業

－ ２８ －



－ ２９ －

産 業 人 材 の 育 成

在職者や中小企業を対象にした技能講習を実施し、県内企業の人材育成支援を強化する。
また、県内中小企業がデジタル化の進展に対応し、生産性や競争力を高めていくための人材育成支援を実施する。

目 的

担当 産業人材育成課 総務・職業訓練推進担当
内線 ４５９６

【予算額】８４，４１５千円

１ 県内企業の人材育成総合支援事業費 ８４，４１５千円

（１）産学官連携による在職者訓練 ４８，０５７千円
・高等技術専門校において在職者向け訓練を実施。
・在職者向け訓練等を実施しているポリテクセンター埼玉、産業振興公社、産業技術総合センター(SAITEC) 等との連携を
継続し、各機関の支援メニューを集約し、利用者に分かりやすく情報発信。

・企業からの相談に応じて、在職者向け訓練のコーディネートにより最適な支援メニューに誘導するとともに、利用企業
の新規開拓及び支援メニューの拡充等を実施。

一部新規

 ＡＩ・ＩｏＴ関連の応用講座の新設 【新規】
県内中小企業の社内において、ＤＸを推進する知識及びスキルを習得した
人材を育成するための応用講座を新設

 ＡＩ・ＩｏＴ関連の基礎講座を拡充 【拡充】
県内中小企業の在職者を対象とした技能講習における基礎講座の拡充

（３）県内中小企業のためのデジタル人材育成事業 １７，７３４千円
県が商工団体と連携し、中小企業のニーズにあったオンラインＤＸ推進講座を実施。

（２）県内中小企業在職者の技能向上支援事業（ 新 規 ） １８，６２４千円
ＡＩに使用されるプログラミング言語の習得や、教育用キットによるＩｏＴの仕組みの理解、ドローンの業務への活用に

ついて学ぶ講座を拡充し、企業の生産性や競争力を高めるため人材育成を支援。

講座のイメージ

事業概要

新規・拡充内容


